【国際医療協力研究分野】

申請書類 記入要領

【平成３０年度　国際医療研究開発費申請書（様式１－２）】
申請者欄は、国際医療研究開発費を受託しようとする主任研究者が、自身の氏名等を記入してください。なお、原則主任研究者は当センター所属の常勤職員とします。

　１．募集課題
　 募集要項より選択してください。（⑬-⑯）
２.研究課題

　　研究課題名を記入してください。研究課題名は、研究の内容を表すものとしてください。
５.経費内訳

○申請する研究費額の総額（最大3年間分）とその内訳（人件費、謝金、旅費、一般経費）を記入してください。
　※原則申請額は3年間で1,000万円以下としますが、中長期計画に資する研究については1,000万円を超えての申請が可能です。具体的には以下のいずれかに該当する研究になります。

① 持続可能な開発目標（SDGs）の保健ゴールと健康の社会的決定要因への取り組みに関する研究

　7.その他

○「利益相反委員会への申出の予定」については、本研究を利益相反委員会に諮る予定の有無を記入してください。

○「倫理審査委員会への申出の予定」については、本研究を倫理審査委員会に諮る予定の有無を記入してください。

　○「研究倫理研修の受講」については、本研究を研究倫理研修の受講の有無を記入してください。

　　　　（研究倫理教育プログラムを受講している場合は有に記入してください。）
【研究事項（別紙Ａ－２）】

平成３０年度に実施する研究を中心に、研究班全体として各項目について記入してください。

なお、本年度申請する研究班の研究期間は原則最大３年間までとします。（ただし、国立国際医療研究センターのミッション実現のために、長期的な取組が必要なものについては、その限りではありません。）
１.研究の要約
研究計画の要点を200字以内で簡潔に記入してください。

２.研究の概要
　　　研究目的、必要性、期待される効果について1000字以内で簡潔に記入してください。

　　複数年にわたる研究は期間全体の計画と当該事業年度の計画の関係が分かるように記

入してください。

３.センターミッション及び募集課題との関連性

　　中期目標・計画（http://www.ncgm.go.jp/disclosure/010/index.html）を参照に、

ミッションとの関連性を明確にし、また募集区分について、その条件に該当する理由
を800字以内で記入してください。特に、募集区分⑩～⑫については、具体的にどの
ような機関・部門が含まれるのか、具体的にどの先進医療項目に申請予定（申請済み）
なのか等、具体的に要件に合致することを明らかにしてください。
４.国際医療研究開発費（インハウス研究）で行う事由について

申請する内容について同様の課題を外部研究費（競争的資金）で取得あるいは取得

　　予定であるかの有無について記入してください。

有の場合には開発費が加わる事による効果等について記入してください。

無の場合には開発費で行うべき理由を記入してください。なぜほかの競争的資金で
は実施ができないのか、なぜ開発費で行うことが国民の利益につながるのかなど、具
体的に記載してください。
５.本研究を実施することにより、期待される成果について
本研究終了後に期待される成果及びその時期を具体的に400字以内で記入してくだ

さい。

期待される成果とは、論文発表、新薬の開発、新たな診療基準の構築、政策課題の

解決等があげられます。具体的に決定している事項、交渉している事項があれば、記
載できる範囲で記載してください（すでに製薬メーカーと交渉を始めている、新たな
診断基準についてこのデータを加えることで◇年ころにガイドラインを出せる見込み、
本研究を踏まえ○年に厚生労働省指針に反映される、等）。

６.この研究に関する国内・国外における研究状況及びこの研究の特色・独創的な点
解決すべき課題について、他の研究でどこまで明らかとなっており、どのような部
分が残されているか、またそれらを踏まえてこの研究がどのように独創的であるかについて記載してください。必要に応じて参考文献を示しつつ、研究の歴史的経過及び現状が分かるように600字以内で記入してください。
７.申請者がこの研究に関連して現在までに行った研究状況
　　上記６の項目と関連が分かるように800字以内で記入してください。なお、分担研
究者がこれまでにこの研究に関して行った研究状況も併せて記載することができます。
８.研究対象国カウンターパートとの準備状況
　　　研究対象国との研究協力協定締結時期や倫理審査の申請状況について700字以内で記入してください。

９.研究実施全体計画
　　研究期間を通じての研究計画及び達成目標を全期間分と研究年度毎に記入してくだ

さい。

※全期間分に具体的な達成目標と時期を明記したロードマップを様式内に添付してく

ださい。別添でのファイルの登録を行う必要はありません。
１０.倫理への配慮
倫理への配慮については、以下の点に留意して記入してください。

（１）研究対象に対する人権擁護上の配慮、研究方法による研究対象者に対する不利益危険性の排除や説明と理解（インフォームド・コンセント）に関わる状況、実験動物に対する動物愛護上の配慮などを必ず記入してください。倫理面の問題がないと判断した場合には、その旨記入するとともに必ず理由を明記してください。なお、人を対象とする医学系研究に関する倫理指針、ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針、遺伝子治療臨床研究に関する指針、及び申請者が所属する研究機関で定めた倫理規定等を遵守するとともに、あらかじめ当該研究機関の長等の承認、届出、確認等が必要な研究については、研究開始前に所定の手続きを行ってください。

（２）人又は動物を用いた研究を行う際に、事前に申請者の所属施設内の倫理委員会等において倫理面からの審査を受けた場合には、審査内容を必ず添付してください。

（３）研究の内容に照らし、遵守しなければならない研究に関係する指針等については、該当する指針等の「［　］」の枠内に「○」を記入してください（複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「○」を記入してください。）。

（４）「疫学・生物統計学の専門家の関与の有無」欄及び「臨床研究登録予定の有無」欄は、「有」又は「無」のいずれかに該当するものを「○」で囲んでください。ただし、当該研究の内容に関係がない場合は、「その他」を「○」で囲んでください。
１１.申請者の研究歴等

　　申請者の主要な研究歴について、研究を行った研究機関名、共同研究者（又は指導
を受けた研究者）、研究課題等を記入してください。なお、過去取得した研究費や研
究課題名を網羅する必要はありません。
１２.この研究に関連して研究費を受けた過去の実績
　　　開発費、外部資金（競争的資金等）で同様の研究を代表者として受けたことがある
場合は記入してください。

１３.補助金に関わる予算に執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）

　　　第１８条第１項の規定により補助金等の返還が命じられた過去５年間の事業該当が
ある場合は記入してください。

１４.研究開発の性格
　　　当該申請課題について基礎研究、応用研究、開発研究から選んでください。

１５･研究キーワード
　　　当該申請課題のキーワードを記入してください。（最大5つ。）

【研究組織（別紙Ｂ）】

研究に参加する全ての研究者（主任研究者・分担研究者及び研究協力者）について記入してください。
○主任研究者

研究計画の組織を代表し、研究計画の遂行（研究成果のとりまとめ、研究費の適正な執行を含む。）に関して全ての責任を負う者。外国出張その他の理由により長期にわたってその責務を果たせなくなること、定年等により退職し研究機関を離れること等の見込みがない者とします。センター内の常勤職員を原則とします。
○分担研究者

分担研究者は分担した研究項目について事業実績報告書を作成する必要があります。また、分担した研究項目の遂行に必要な研究費の配分を受けた場合、その適正な執行に責任を負わねばなりません。非常勤職員職員及びNCGM以外の期間に所属する研究者も分担研究者になることができますが、機関経理が可能な者である必要があります。
○研究協力者

研究計画の遂行に協力する者。なお、研究協力者は事業実績報告書を作成する必要はありません。
○分担研究課題名

研究の実施にあたり分担するそれぞれの分担研究課題名を記入してください。
○氏名、生年月日、研究者番号

それぞれについて記載してください。（研究協力者については生年月日の記載不要）
○所属施設及び部局名、所属施設コード　※当機関のコードは0000001117です。
各研究者の所属施設名、部局名（講座名・教室名等を含む）及び所属施設コードを記入してください。
○所属施設における職名及び専門科目

（職名 記入例：病院長、医長、医師、医学部長、教授、講師等）

（専門科目 記入例：内科学、循環器内科学、外科学等）
○経歴

各研究者について、その者の現在の主な研究領域、最終学校及び学部、卒業年次及び学位を記入して下さい。

　　　「研究者番号」、「所属研究機関コード」を取得していない場合の取得方法については、e-Radホームページ　http://www.e-rad.go.jp/　を参照して下さい。
【研究者別経費内訳（別紙Ｃ）】

申請する研究費額の総額（最大３年間分）とその内訳（人件費、謝金、旅費、一般経費）について、主任及び分担研究者の全員分を記入してください。
１　申請できる研究経費
研究計画の遂行に必要な人件費、謝金、旅費及び一般経費（備品、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、使用料及び賃借料等、会議費、委託費、雑役務費）。人件費については下記の支出要件によることとし、旅費については所属施設の旅費規程等に基づく支出とします。

　　　　（人件費の支出要件）

①　各研究機関の倫理委員会等で実施を承認された研究の、遂行上不可欠な高度な専門知識を有する者又は日々雇用する単純労務に服する者が対象です。（主任研究者、分担研究者及び研究協力者には支給できません。）

※各機関等の倫理委員会等において当該研究の承認があった日の翌日以降を支給対象とする。
②　支給対象者の雇用にあたっては、労災保険、雇用保険、社会保険等法令等で加入が必要なものに対しては、雇用主自らが必要な手続き等を適正に行う必要があります。

③　人件費の範囲は、非常勤職員手当、通勤手当、住居手当、扶養手当、地域手当及び雇用主が負担する保険料とします。人件費受領者所得税の取扱いについては所得税法（昭和４０年法律第三十三号）に基づき源泉徴収を行うなど適切に処理してください。やむを得ず源泉徴収を行うことができない場合においては、所得税法に定める確定申告を非常勤職員が行う必要があるので、人件費支給者は給与支払証明書を交付し、所定の手続きを行うよう支給対象者に指導する必要があります。

④　雇用契約期間は最長平成３１年３月３１日までとします。

⑤　支給対象者の受け入れにあたっては、原則として研究者の所属機関が雇用することとします。
２　申請できない研究経費

①　間接経費に該当する費用

・ 建物等施設に関する経費

・ 研究実施中に発生した事故又は災害の処理のための経費

②　本研究費による研究に関連性のない経費

３　高額経費調書の作成について

センターの会計規程において入札を要するもの(物品：160万円以上、役務：100万円以上、賃貸：80万円以上)を予定するものについては作成してください。
　　　４　一般経費（備品、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、使用料及び賃借料等、会議費、委託費、雑役務費）について100万円を超える調達案件があればその詳細（件名、金額、購入理由）を記入してください。

【過去研究業績一覧表（別紙Ｄ）】

申請者が過去に取得した研究費（競争的資金（科研費、AMED研究開発費、厚労科研費等）・開発費）や発表した学術研究論文、学術研究書がある場合には、全てについて、発表年次の順に記入してください。

様式は、中間・事後評価の際に添付を求めているものと同じです。事後評価等に際してすでに研究医療課に様式を提出している場合であっても、最新の業績を加えて更新したものを再度登録してください。研究医療課に登録されている個人の業績のファイルが必要な場合には、本人から研究医療課（以下問い合わせ先参照）に依頼してください。

【研究開発費の管理及び経理体制（研究者別）（別紙１－２）】

研究に参加する研究者が外部機関の分担研究者である場合は、作成してください。

　

【その他の確認事項（研究者別）（別紙２－２）】

研究に参加する研究者（主任研究者・分担研究者）ごとに、作成してください。

【内諾書（別紙３－２）】

研究に参加する研究者が外部機関の分担研究者である場合は、作成してください。

照　会　先：国立国際医療研究センター
企画経営部研究医療課
国際医療研究開発費事務局
TEL：03-3202-7181(内線2708､2709)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kenkyu@hosp.ncgm.go.jp
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